





































































































































































世帯数 1，031i100） 　　　999i96．9） 　　　915i88．7） 　　847i82．2） 　　　836i81．1） 　　　796i77．2） 　　　765i74．2）




























































































1960年 799 126 373 300
1965年 728 145 282 301
1970年 668 123 212 333
1975年 614 84 145 385




















1960年 350 369 78 1 1 58．1
1965年 290 331 99 6 2 62．0
1970年 260 298 95 11 4 64．8
1975年 311 246 46 6 5 55．9























区　　　　分 1980年度構成比 1982年度構成比 1984年度構成比 1986年度構成比 1988年度構成比
歳　　　入 1β90，992100 1，369，336100 1β92，109100 1，642，618100 1，674，520100
町　　　　　　税 66β454．7 80，8485．9 92，4786．6 103，3976．3 107，7186．4
地　方　交　付　税 503，7536．2 569，1541．6 594，19942．7 678，73141．3 809，11848．3
国　県　支　出　金 400，75528．8 382，0527．9 316，18922．7 442，10926．9 343，60820．5
町　　　　　　債 276，90019．9 207，10015．1 263，50018．9 229，40013．9 273，30016．3
そ　　　の　　　他 143，23910．3 130，1829．5 125，7439．0 188，981 L5 140，7768．4
歳　　　出 1，330，730100 1，287，342100 1，313，646100 1，559，841100 1，568，421 00
i義　務　的　経　費 395，24329．7 485，87037．7 490，6937．4 595，92038．2「、574，84236．7
投　資　的　経　費 736β8255．3 594，81946．2 616，07246．9 720，09246．2 654，3774L7
そ　　　の　　　他 199，10515．0 206，65316．1 206，8815．7 243，82915．6 339，2021．6
歳入歳出差引額（A） 60，262 8L994 78，463 82，777 106，099
翌年度繰越分充当財
ｹ　　　　　　（B） 25，628
0 0 556 4L496
実質収支（A）一（B） 34，634 81，994 78，463 82，221 64，603
経常収支比率 77．5 80．7 84．4 84．6 80．4
人件費経常収支比率 43．0 39．1 39．1 36．5 31．4
公　債　費　比　率 8．7 12．7 14．8 14．9 12．6
積立金現在高 114，750 60，152 121，459 108，056 221，593
地方債現在高 1，072，537 1，365，499 L726，028 1，890，768 2，084，048


































































































































































































































































































1987年 21 40 5
1988年 25 35 5
1989年 29 30 6
1990年 25 34 2
注）1990年は入学予定数である．大佐町役場
　教育委員会資料による．
と教育の充実した場として大きく
機能し地域を支えてきたのであ
る。
　この地に学校統合問題が町当局
から提起された時，父母住民らは
その存続維持に立ち上がった。そ
の時農協の職員であったW氏ら
は，PTA会長でもあり，この此
面に取り組んだ。県教組や全国の教研集会にも出席して小規模校でも十分教
育効果を上げている過疎地の学校の経験を多く学習した。折しも同年9月
27日，文部省は学校規模のみを重視しすぎ無理な統合を行わぬこと，小規模
校における教職員と児童生徒との人間的ふれあい，個別指導の徹底など教育
上の利点，学校の持つ地域的意義などをあげて，市町村当局の学校統合への
指導につき「一層の配慮をお願い」する「通達」を出したばかりの時だった
のである。
　父母・教師地域住民の一体的な運動，お寺住職等広範な地域住民の応援を
得て，地区住民の生活のセンター的機能を果たしている中学校分校の統合阻
止を最終的に実現した。酪農や林業も比較的盛んなこの地区は，その後入学
児童数も僅かながらも増加し，町当局は，この地の小学校・中学校分校を改
築し，小規模校ながら立派に地区の学校が維持され今日に至っている。な
お，これには，部落の共有林共同所有による学校財産維持の努力　　大井野
教育振興林組合の役割一も陰の力となっていることを指摘しておかねぽな
らない（20）。
　人口四千人余の大佐町が小規模町村として充分維持し活性化している秘密
（20）この運動については，渡辺政男「学校統合阻止と住民運動一大佐中学大井野分校の
　ばあい一」r教育のへき地』（きび別冊第2号）岡山県教職員組合，1970年，所収，参
　照。
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の一つに，このような各地区住民の学習と地区を守る運動の役割もあったこ
とを上げておきたいと思う。
4．久米町の振興と文化運動の役割
　a．法然と片山潜生誕の町
　　　　　　　　　　　くめなんちょう　さいごに，いま一つ，久米南町の例についてみておこう。久米南町は，岡
山県のほぼ中央に位置し，国道53号線（岡山一津山）に沿った町である。
この町の人口は，1985（昭和60）年の国調で7，005人と，全二者とはやや規模
は大きいが，1965（昭和40）年の8，680人が20年間に約2割近くも人口の減少
みられたことからも，過疎化の波はこの町を例外なく直撃したのであった。
町の高齢化率も1985年国調時で20．8％と20％を超えたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ　げ　この町の歴史で著名なものが二つある。その一つは，町内弓削地区にある
誕生寺である。誕生寺というお寺は，1193（建久4）年建立された浄土宗の
　　　　　　　　　　ほうねん特別寺院で，その開祖法然上人（親驚上人の師匠）の生誕地として全国的に
　　　　　　　　　　　　　　は　で　き知られている。いま一つ，町内加増木には，戦前の社会主義者・労働運動家
　　　　　　　　　　　　　せんとして世界的に知られた片山潜が生まれている。この二人の人間を生みだし
た久米南町は，今日，その文化的伝統を引き継ぐかのように「川柳の里」と
して地域文化運動をもとに全国に向けていわば“情報発信”しているのであ
る。
　この町の過疎化が最近やや止まったのにはいくつかの理由がある。県中央
部に位する過疎の町の一つとはいえ，この町には，先にもみた通り，岡山市
と津山市を結ぶ国道沿いに役場があり，JR津山線弓削駅が町内中央にあ
る。また，近年開港した新岡山空港にも比較的近く，岡山県が建設を進めて
いる中部吉備高原都市にも近接した町である。周囲は山に囲まれた農業中心
の平和な町であるが，近年交通条件の有利さも手伝って，IC関連の工場も
誘致されるに至った。また，木材を生かした割り箸の工場など地域特性を生
一126一
小規模町村の現状と地方自治　127
かした産業もいくつか立地し営業している。
　　かつて，1980年5月，この町の振興計画を策定するさい町と岡山大学の
協力で「町づくり」についての住民意識調査を行ったが，住民に「町づく
り」について今後最も留意してゆく必要があるものは何かについてたずねた
際の回答は，
　1．職場が町内に確保されること一371人
　2．人口が増え，活気のある町になること　　262人
　3．生活に楽しさ，はりあいを生み出すこと一244人
　4．生活が豊かになること一242人
　5．町民の積極的参加による町づくりが進むこと一185人
　6．　一・一一一一・
などの順番（回答は二つ以上認めた）となっていたのである（21）。町民は，「町
内に職場を確保すること」（住民の雇用権の保障），「生活め楽しさ・はりあ
い」と共に「町民の参加による町づくり」を望んでいることが分かったので
あるが，その時多くの町民が求めていた要求が，徐々にではあるが実現して
いることが心強い。
　特に注目されるのは，町民が「自ら参加した町づくり」（参加権の保障）を
多く望んでいるいることであったが，このアンケートを具体化するかのよう
に，すでに何年か以前から久米南町の町民参加によるユニークな文化的行政
が行われて来ているのであり，次にこれをみておこう。
　b．婦人と若者のゲループ活動
　この町の最近の活動の中で，特徴的なものに，ソフト面ではまず婦人と若
者の活動がある。農業がやはり基幹的な産業となっているこの町では，いく
（21）岡山県久米南町r久米南町勢振興計画』198工年9月。この計画策定には，筆者のほか
　に福田差前農学部教授，前経済学部久留陽三教授，目瀬守男農学部教授が参加した。
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つかの生産組織，町おこしの研究会等も開かれているが，その中に，農村婦
人実践大学と呼ばれる農村婦人の農業経営の勉強会があることである。ウー
マン・パワーを農業技術の向上やその他つけ物等農産加工品やお菓子の研究
にも向けさせている。近年「久米南町レクリエーション協会」と名のつく若
者の集まりができ，「まちづくりシンポジウム」「ウオークラリー大会」「屋外
大スクリーンで映画をみる会」など多様な活動を展開し始めたことも，町に
明るさを取り戻すきっかけとなった。また，「郷土が生んだ偉人・片山潜」の
記念館建設運動も片山潜顕彰会（同町下弓削976）を中心に進められている。
　C．川柳活動のメッカ
　同町を全国的に有名にしたのは，何よりも同町における「弓削川柳社」の
活動であった（22）。この町の川柳活動の前身は，敗戦後の1946（昭和21）年5
月に生まれた弓削文化協会の活動であった。そうして1947年6月に結成され
た音楽協会の中に文芸部ができ，翌1948（昭和23）年1月より川柳活動を開
始した。農村の文芸運動は，「誰にでも，いつでも，どこでも作れるもの」で
なければならないという趣旨だった。本年1月亡くなられた丸山弓削平氏
は，歯科医で地元新聞社の文芸川柳選者をしていたことにみられる通り，よ
きリーダーに恵まれたことも幸いした。このようにして，日本の町に川柳を
作ろうと川柳の普及運動をはじめたのである。
　町の中央には川柳の小径・公園ができ，ここには「俺に似よおれに似るな
と子を思ひ」「人知れず花壇の隅で咲いて散り」など，庶民の日常の哀感を素
朴に表現した優れた川柳を刻んだ句碑が漸次建てられて行った。1989（平成
元）年9月までに149基，156名分の句碑が川柳公園内に記された。町内では
毎月第1土曜日の夜中央公民館で月例句会が開かれる。また，毎年9月第1
（22）弓削川柳社の活動については，前掲，町勢振興計画及び，『川柳の小径』弓削川柳社，
　1980年による。
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日曜日西日本川柳大会を開催している。1989年すでに41回を開き，参加者も
北海道から九州まで全国に及ぶイベントとなった。町内五グループ，町外四
グループができ，機関誌も発行している。
　川柳社には，中高年齢者のほかに農村の主婦や若い層からの参加もあり，
川柳による町民の「町政参加」も実現している。川柳による社会活動の一例
では，町の広報紙「くめなん」の紙面を川柳で飾り紙面にうるおいを持たせ
ると共に，町民の町政参加意識の高揚・啓蒙運動に一定の役割を果たしてい
るともいわれるに至っている。
　句そのものの「評価」は別にして，最後に一例を上げてみると「税金であ
の橋ができ道が出来」（納税者意識），「ヘルメット母の笑顔に見送られ」（交
通安全），「愛の手をつなぐと逃げて行く非行」（青少年非行防止），「友情とし
ばし別れの選輸毒い）・「米食にして中年の肌蜘（米の消醐動
などユーモア逼れる句が多くみられるのである（23）。町民が交通事故について
自覚し町民の事故が減ったとの“評価”もあるが，この事実はともあれ，文
化活動を通じた町の活性化は，それ自身ユニークなものであろう。
むすびにかえて
　一小規模町村の特徴と地方自治一
　以上広島県総領町及び岡山県内の新庄村，大佐町，久米南町の町村事例を
もとに，今日の小規模町村が果たす地方自治の役割についてみてきた。今
日，過疎地の町村の活性化においてこれらの町村が果たしている特徴点の主
なものをみると，
　第1に，その町村の町おこし，村おこしにおいて優れたりーダーが一人な
いしは2～3人必ずいること，つまり，町おこし・村おこしにとって人材が
　　　　　もんど（23）機関誌『紋土』による。
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きわめて大切なことを示していること，この点では，先に述べた地方制度調
査会による「小規模町村のあり方についての答申」（1989年12月6日）の中で
も「アイデアと実行力のある地域リーダーを育成し，その活動を支え，活用
していくための環境づくりを進める」としているところであった。
　第2に，先のりーダーを中心とした町民各層の様々なグループ活動や地区
の住民運動・分校廃止阻止の住民運動がみられ，町政・村政（教育・福祉行
政ほか）への住民参加活動が小規模町村のメリットを生かし比較的行われや
すくなっていること，
　第3に，単に地域自給的な再生産圏としてではなく，都会に開かれたもの
として他都市や他の地域と当該町村との人的交流が進められようとしている
こと（単なる地域主義ではない），　第4に，町村をとりまく自然や歴史的伝
統・景観をフルに生かしこれを大切にしたまちづくりを進めていること，
　第5に，観光とスポーツ，レクリエーション化を図る中で，これを刺激剤
として産業の着実な振興策を図ろうとしていること（もちろん産業政策のあ
り方には，様々な濃淡がありニュアンスのあることも否定できない）。
　およそ以上のような小規模町村における活性化への努力が認められること
である。小規模町村における町おこしや村おこし，開発へのアイデア競争な
どがみられる今日の地域間競争は，その帰結と展望は未だ明確でないとして
も，それ自身大きく評価されてしかるべきであろう。現段階の過疎地市町村
の動向は，新行革審答申の背景にある「規模の経済」を前提とした「広域行
政」化の方向とは，かなり異なった示向を示しているといわざるを得ないの
である。
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